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事業事前評価表 

１．案件名 

国名：バングラデシュ人民共和国 

案件名：母性保護サービス強化プロジェクト フェーズ 2 

Safe Motherhood Promotion Project Phase II 

２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、①妊産婦・新生児保健に携わる政府、開発パートナー、NGO 等の関

係者間の国レベルにおける調整機能（母子・新生児保健（Maternal, Neonatal, and Child 

Health：MNCH）フォーラム1など）の強化、②コミュニティ活動の活性化を中心として行

政や病院を巻き込んだ活動を行ってきた本プロジェクトのフェーズ 1 の協力地域であるノ

ルシンディ県、郡病院が中心となって行政とコミュニティを巻き込んだ活動を展開してき

たジョソール県（チョーガチャ郡）の施設・人材・技術・知見を活用した、本プロジェク

トのフェーズ 1 及び本プロジェクトから導き出された優良事例の全国への発信、③MNCH

ミニマムパッケージ2と母子・新生児健康改善のために効果的で普及しやすい介入方法（ア

プローチ3）の精緻化の 3 つの成果を通じ、MNCH 改善に効果的なアプローチをバングラ

デシュ政府の保健・人口・栄養セクター開発プログラム4（Health, Population and Nutrition 

Sector Development Program：HPNSDP）の活動計画等の内容に反映させ、妊産褥婦・新生

児保健サービスの利用と質を向上するためのアプローチを全国へ拡大し、バングラデシュ

の母子の健康改善に寄与することを目的とする。 

 

（２）協力期間 

2011 年 7 月～2016 年 6 月（5 年間） 

 

（３）協力総額（日本側） 

約 4.9 億円 

 

（４）協力相手先機関 

保健家族福祉省 保健サービス局及び家族計画局 

 

（５）国内協力機関 

国内支援委員会（予定） 

 

                                                        
1 MNCH に関するバングラデシュ政府、開発パートナー、NGO 等が参加する会合。保健家族福祉省が召集し、プロジェクトが

他の関係者の調整役を担う。 
2 母子・新生児保健を向上するために必要とされるアプローチ（介入手法）が一連のパッケージとして取りまとめられるもの。 
3 目的、活動、手段、投入量などを指針に定められた方法論。 
4 2011 年 7 月から 5 カ年で施行される国の保健セクター中期計画。 
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（６）裨益対象者及び規模、など 

全国の地域住民、特に妊産褥婦及び新生児（約 340 万人5）。中央政府、ノルシンディ県、

ジョソール県、シャトキラ県、その他一部の活動実施を行う県（ホビゴンジ県など）と当

該県における郡レベルの保健家族福祉省下の関係行政機関で働く行政官・医療従事者、地

方評議会メンバー。 

３．協力の必要性・位置づけ 

（１）現状及び問題点 

母子保健分野で長く低迷を続けていたバングラデシュであるが、2010 年に行われたバン

グラデシュ妊産婦死亡・ヘルスケア調査6（Bangladesh Maternal Mortality and Health Care 

Survey：BMMS）により、2008～2010 年平均の妊産婦死亡率（Maternal Mortality Ratio：

MMR）は、出生 10 万対 194 と 2001 年の 322 から改善が見られている。このことは、2015

年へ向けて政府が表明しているミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：

MDGs）での目標値 143 の達成がより現実的になったといえる。また、新生児死亡率

（Neonatal Mortality Rate：NMR）に関しても、2007 年時点で出生 1000 対 37 と、2015 年

の目標である 21 に対して順調な低減が見られている。 

国際協力機構（以下、「JICA」と記す）は、本プロジェクトに先立ち「母性保健サービ

ス強化プロジェクト（Safe Motherhood Promotion Project：SMPP）」を 2006 年 7 月から 2011

年 6 月までの計画で実施している。SMPP では、母子保健改善のための有効なモデル開発

を主な目的としており、コミュニティによる妊産婦への支援グループを組織することによ

り、妊産婦と母子保健サービス提供施設との関わりを強化する仕組みを示したモデルであ

る｢ノルシンディ・モデル7」を構築した。この結果、プロジェクト対象地域では、公的機

関における産前健診（Antenatal Care：ANC）の回数の増加、産科合併症発症者が緊急産科

ケアを受けた割合の増加など保健サービスへのアクセス向上が見られ、バングラデシュ政

府からも高い評価を得ている。バングラデシュ政府は、ノルシンディ・モデルで得られた

知見や方策の一部を HPNSDP へ反映させて全国展開を進めていくところであるが、具体的

な活動内容等の実施方法の明確化のために更なるモデルの改良と全国普及のための体制

強化が必要とされている。 

このような状況のなか、更なる母子の健康向上のためにいくつかの課題が挙げられる。

一つ目は、中央での調整機能の強化である。これまで、中央保健家族福祉省における国際

機関、二国間援助機関などの開発パートナー、NGOs などの調整が十分に行われていなか

ったため、それら関係機関による独自の協力が分散的に行われてきた。今後、更なる母子

の健康向上をめざすためには、より効果的な介入を、的を絞った形でバングラデシュ政府

が中心となって展開していく必要がある。そのために、ノルシンディ・モデルや他の優良

事例を参考とした統一した手法による介入やアプローチの展開、特に、子どもの死亡が多

く起こる新生児期のケアに焦点を当てた介入の展開や、援助のマッピングを基にした協力

                                                        
5 Countdown to 2015, Maternal, Newborn & Child Survival Country profile 2010 より、2008 年出産数。 
6 米国国際開発庁（United States Agency for International Development：USAID）、国際下痢性疾病研究センター（International Centre 

for Diarrhoeal Disease Research, Bangladesh：ICDDR, B）、バングラデシュ国家人口研究研修所（National Institute of Population 

Research and Training：NIPORT）等により 2011 年に発表。 
7 プロジェクト対象地域であるノルシンディ県（人口約 230 万人）が名称の由来。 
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実施による地域間不平等の解消、統一されたモニタリング・評価の実施など、協力関係機

関による更なる協調と協働が必要である。 

二つ目の課題として、母子保健活動を支えるために必要なコミュニティレベルのプライ

マリー・ヘルス・ケア（Primary Health Care：PHC）サービス提供の推進が挙げられる。サ

ービス提供が十分でなかったことには、母子保健サービスが、バングラデシュの行政体系

として、保健家族福祉省の保健サービス局と家族計画局に関連する部局から地域の保健サ

ービス拠点に至るまで二分されており、サービスを一元的に提供する効果的な実施体制が

なかったこと、人的及び資金的な資源の不足、コミュニティと保健医療サービス提供施設

との連携が確立していないなど様々な要因が挙げられる。バングラデシュは、コミュニテ

ィ・クリニック（Community Clinic：CC）8を中心とした PHC の強化を推進しようとして

いるが、これもいまだ円滑な展開には至っていない状況である。 

その他、医療施設における包括的な緊急産科ケア（Comprehensive Emergency Obstetric 

Care：C-EmOC）サービスの不足、産後ケア（Postnatal Care：PNC）サービスの不足、新生

児ケアの不足、一部地域の医療施設へのアクセスの問題、熟練出産介助者の不足、最貧困

層におけるサービスの不足等、解決されるべき問題は残されている。 

また、保健活動の全国での実施計画である HPNSDP の実施にあたっては、バングラデシ

ュ政府独自による予算に加えて、世界銀行を中心としたドナーが HPNSDP の円滑な実施の

ために資金的な支援を行う予定であるが、外部からの更なる資金協力の必要性が認識され

ている。これに対しては、ノルシンディ・モデルで得られた知見や方策が反映された

HPNSDPによる先行プロジェクト成果の普及・展開を支援するために、日本からの HPNSDP

への有償資金協力も検討されている。本プロジェクトでも、普及展開のための体制整備と

同時にジョソール県（チョーガチャ郡）での郡病院が中心となって行政とコミュニティを

巻き込んだ活動その他の効果的なアプローチを HPNSDP へ組み込むことが企図されてい

る。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 

バングラデシュの国家政策「National Strategy for Accelerated Poverty Reduction II 

(2009-2011)」によると、保健医療分野においては、「医療施設及び医療人材の量的拡大」「医

療資源の効率的な利用」「保健医療サービスと家族計画サービスの統合」「公的医療機関に

おける清潔な水と衛生施設の充実」などを課題に掲げ、戦略的解決法を提示している。母

子保健分野においては、熟練出産介助師の量的拡大、PNC の拡大、EmOC サービスの拡大

などによる課題解決をめざしている。本プロジェクトは、プロジェクト活動による介入に

よって、母子のサービスの利用率を上げるなど、医療資源の効率的な利用を可能にしてい

る点で国家政策と整合している。 

また、HPNSDP において、母子・新生児の健康向上は、2003 年から 2011 年までのセク

タープログラムから引き続き優先課題として位置づけられており、目標を母親と新生児の

健康改善とする本プロジェクトは、HPNSDP でも重要な位置を占めている。また、HPNSDP

における優先課題の一つに、コミュニティレベルの保健サービス提供施設である CC を介

                                                        
8 保健サービスと家族計画サービスを統合して提供するための末端保健施設。 
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した、家族計画を含む包括的な基礎保健サービスの提供による PHC の強化及び郡保健シ

ステム（Upazila Health System：UHS）の強化が挙げられている。本プロジェクトは、先行

プロジェクトに引き続き、行政の協力のもと地域住民が主体となって母子保健を強化する

環境を整備するコミュニティ・サポート・システム（Community Support System：CmSS）

構築を推進することとしている。こうしたアプローチは、CC の一つの活動として制度化

されており、母子保健の強化のみならず、PHC の強化、ひいては UHS の強化につながる

ことが十分に期待されることにより、HPNSDP との整合性が高い。 

 

（３）我が国援助政策との関連、国別援助計画上の位置づけ（プログラムにおける位置づけ）

本プロジェクトがめざす母子・新生児の健康改善は、母子保健を優先課題とする国別援

助計画及び事業展開計画と整合するものである。また、日本政府が 2010 年に発表した「国

際保健政策 2011-2015」に代表されるような、母子保健の改善、保健医療従事者の育成、

保健システムの強化、MDGs 達成のための取り組みを目標とする日本の取り組みの方向性

とも合致する。特に、ノルシンディ・モデルは「国際保健政策 2011-2015｣において提唱さ

れている EMBRACE（Ensure Mothers and Babies Regular Access to Care）モデル9を具現化す

るものであり、本プロジェクトも当該コンセプトを保ちつつ実施されるものである。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

［プロジェクト目標］ 

妊産褥婦・新生児保健サービスの利用と質を向上するためのアプローチが、HPNSDP

に整合する形で、バングラデシュ全体に拡大する。 

＊協力対象となるアプローチの分野は、HPNSDP のもとで作成される行動計画のうち、

次の行動計画に関係するものとする。①コミュニティ保健活動（UHS、CC）、②病院

サービス管理及び安全な輸血（Total Quality Management：TQM）、③MNCH ケア、④

母性・リプロダクティブヘルス、⑤必須保健サービス提供。 

［指標］ 

１．MNCH ミニマムパッケージのアプローチを実施している郡の数（成果 2 で拡大さ

れる見込みの TQM や CC に付随するコミュニティ・サポート・グループ等のア

プローチなど） 

２．策定されたモニタリング・評価（Monitoring and Evaluation：M&E）システムで使

用されているいくつかの指標（例：ANC 受診率の増加、熟練出産介助者による出

産の割合の増加、郡における母子・新生児保健事業に割り当てられた郡・ユニオ

ン予算が増加した郡の増加、など） 

指標の目標値及び範囲（対象となるアプローチの種類など）に関しては、ベース

ライン調査の結果を踏まえ、目標値を定めることとする。 

                                                        
9 コミュニティと施設、産前から乳幼児までのケアや幅広いアプローチを用いた、母親と子どもの命を救う効果的な支援パッ

ケージ。 
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２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

［上位目標］ 

バングラデシュにおける妊産褥婦と新生児の健康状態が向上する。 

［指標］ 

１．妊産婦死亡率が 2010 年の 194（対 10 万出生）から、プロジェクト終了後 3～5 年

で 143（対 10 万出生）未満に低減する。 

２．新生児死亡率が 2007 年の 37（対 1000 出生）から、プロジェクト終了後 3～5 年

で 21（対 1000 出生）未満に低減する。 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

１）成果 1 

国レベルにおいて、関連のステークホルダーが実施する妊産褥婦・新生児保健活動の

調整機能（MNCH フォーラムなどにおける）が強化される。 

［指標］ 

1-1．文書化された MNCH フォーラム等の TOR の有無 

1-2．策定された MNCH ミニマムパッケージとアプローチの有無 

1-3．策定された MNCH ミニマムパッケージとアプローチに関するモニタリング・評

価するためのツールの有無 

［活動］ 

1-1．MNCH の TOR を確定する。 

1-2．関係各機関の協働によって、MNCH ミニマムパッケージ内容とアプローチが確

定する。 

1-3．MNCH ミニマムパッケージとアプローチ実施のためのガイドラインやマニュア

ルを策定/改定を行う。 

1-4．活動 1-2 で確定した MNCH ミニマムパッケージとアプローチ実施のためのモニ

タリング・評価システムを策定する。 

1-5．MNCH フォーラムを通してステークホルダーの相互学習を促進する。 

２）成果 2 

フェーズ 1 の結果も含めたプロジェクトからの母子・新生児保健改善の優良事例につ

いて、実施プロセス及び教訓が全国に発信される。 

［指標］ 

2-1．（ノルシンディ及びチョーガチャにおける活動10に関する）分析報告書の有無 

2-2．（ノルシンディ及びチョーガチャにおける）ANC と PNC の増加、妊産褥婦の致

死率の減少、パルトグラフの使用率の増加、出産第 3 期における積極的関与の増

加、施設での妊産婦死亡症例検討の数の増加 

＊アプローチの内容により目標値を設定する。 

2-3． ノルシンディ、チョーガチャにおいて、少なくとも１つのアプローチが同定され、

                                                        
10 病院が中心となって行政、コミュニティの活動活性化を行う活動モデル。ジョソール県にあるチョウガチャ郡病院が実施し、

ノルシンディ・モデルと並んでバングラデシュ政府から高い評価を得ている。 
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展開することが定められる。 

2-4． （ノルシンディ及びチョーガチャにおける活動に関する）策定された研修モジュ

ールの有無、研修回数、参加者数、プロジェクト来訪ユニオン11数、マスタート

レーナーの登録数 

［活動］ 

2-1． ノルシンディとチョウガチャにおける活動の結果とプロセスを分析・記録するこ

とで、母子・新生児保健サービスの利用と質の向上の妨げとなっている問題を同

定する。 

2-2． 活動 2-1 の結果に基づき、ノルシンディとチョウガチャにおいて、更に母子・新

生児保健サービスの利用と質を向上させる新たな介入を開発する。 

2-3． ノルシンディとチョウガチャにおいてベースライン調査及びエンドライン調査

を行う。 

2-4．ノルシンディとチョウガチャにおいて、新たに開発された介入を実施する。 

2-5． ノルシンディとチョウガチャで実施されている新たな介入について、モニタリン

グ・評価を行う。 

2-6． ノルシンディとチョウガチャにおける優良事例と教訓に基づいた研修プログラ

ムを策定する。 

2-7． プロジェクト対象地域をラーニングセンターとし、優良事例の実施プロセスや教

訓を水平学習プログラム（Horizontal Learning Program：HLP）12を通して HLP に

参加するユニオンに共有する。 

2-8． 活動 2-2 で策定された新たな介入を実施することで得られた経験や成果 3 の結果

を、更にラーニングセンターを使った研修プログラムに反映させる。 

３）成果 3 

シャトキラ県やホビゴンジ県において、UHS に統合される MNCH ミニマムパッケー

ジとアプローチの県以下での実施メカニズム/仕組みが確認される。 

［指標］ 

3-1．確認された県以下の実施メカニズムの有無 

3-2．産前健診・産後健診の増加、熟練出産介助師による出産の増加、帝王切開率の変

動（変化をモニタリングする）、紹介（リファー）された患者の数の増加、緊急

産科ケアサービスを備えた病院の数の増加、コミュニティによって支援された貧

困女性の増加、母子・新生児保健事業への予算を増やしたユニオン評議会の増加、

EmOC の充足率の増加 

3-3．サービス提供者と利用者の満足度 

［活動］ 

3-1．UHS に統合され、かつ、適切で普及しやすい MNCH ミニマムパッケージとアプ

ローチの県以下での実施メカニズムを構築するためのトライアルを計画する。 

                                                        
11 郡（ウパジラ）の下位に位置する末端の行政単位。 
12 世界銀行の給水・衛生プログラム（Water and Sanitation Programme：WSP）により実施される地方自治体相互間の経験共有

の取り組み。JICA からは「持続的砒素対策プロジェクト」「行政と住民のエンパワーメントを通じた参加型農村開発プロジ

ェクト」、SMPP が参加。事務局は地方行政局が所管する国立地方行政研修所に設置。 
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3-2． アプローチの効果を測定するためのベースライン調査、エンドライン調査を実施

する。 

3-3．トライアルを実施する。 

3-4．アプローチの有効性を確認するためのトライアルのモニタリング・評価を行う。

3-5．トライアルの結果やプロセスについて、国家レベルの研修（MNCH ミニマムパ

ッケージやアプローチ）や実施のためのツールに反映する。 

 

（３）投入（インプット） 

１）日本側（総額 約 4.9 億円） 

・専門家派遣（チーフアドバイザー、モニタリング・評価、業務調整） 

・短期専門家派遣（TQM、新生児ケア、産科、コミュニティ動員、その他） 

・供与機材：緊急産科・新生児ケアに必要な機材、その他 

・研修員受入れ：未定 

２）その他（調査団派遣：随時） 

・バングラデシュ側 

・カウンターパート人員の配置（中央、県、郡の各レベル） 

・プロジェクト執務室（ダッカ、ノルシンディ、ジョソール、シャトキラ） 

・必要経費（専門家執務室関連経費、カウンターパート旅費・日当、その他プロジェ

クト活動に必要な現地活動費） 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

［前提条件］ 

特にプロジェクト開始の前提となる外部要因はない。 

［成果達成のための外部条件］ 

カウンターパートの異動がプロジェクトの実施を阻害する程度には起こらない。 

［プロジェクト目標達成のための外部条件］ 

１．保健家族福祉省が HPNSDP を持続して実施する。 

２．保健セクターの政策変更が、プロジェクトで既に同意を得たアプローチの概念を大

きく影響しない。 

［上位目標達成のための外部条件］ 

国レベルの保健セクターにおける優先課題、重点分野が急激に変更されない。 

［上位目標持続的発展のための外部条件］ 

政治的、経済的、社会的状況がプロジェクト開始の時期に比べて悪化しない。 

 

５．評価 5 項目による評価結果 

（１）妥当性 

本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

１）母子保健分野での更なる協力の必要性 

BMMS によると、2008～2010 年平均の MMR は、出生 10 万対 194 と 2001 年の 322
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から改善が見られた。このことは、バングラデシュ政府が MDGs の目標と掲げている

2015 年目標値 143（1990 年 574 から換算）の達成がより現実的になったといえる。しか

しながら、低下した MMR を更に低下させて MDGs 目標の達成のためには、従来どおり

の介入を継続するだけではなく、絞り込んだ対象により効果的な介入を行う必要がある

と想定される。こうした次のレベルの課題解決のために、援助関係各機関の更なる協力

が必要である。 

２）バングラデシュの保健セクター開発プログラムとの整合性 

HPNSDP における優先的課題には、CC を介した、家族計画を含む包括的な基礎保健

サービス（Essential Service Package：ESP）の提供による地域への PHC の強化及び UHS

の強化並びに母子・新生児保健の分野においては、熟練出産介助者数の増加や EmOC サ

ービスの充実など更なる母子・新生児保健サービスの強化を挙げている。 

本プロジェクトで拡大が予定される活動には、妊産婦が必要なサービスを受けられる

よう、行政の協力のもと地域住民が主体となって母子保健を強化する環境整備をアプロ

ーチとしており、コミュニティと保健医療施設の連携強化を図ることで安全なお産を確

保することを可能にしている。こうしたアプローチは、母子・新生児保健分野に限定さ

れず、HPNSDP における優先課題である UHS の強化に貢献する。 

また、HPNSDP に対する本プロジェクトの成果の反映及びそれに続くセクタープログ

ラムを見据えて本プロジェクトを実施するために、HPNSDP の実施期間（2011 年 7 月か

ら 2016 年 6 月）に本プロジェクトの実施期間を重ねることが適切である。 

３）日本の政策及び JICA 事業との整合性 

本プロジェクトがめざす母子・新生児の健康改善は、保健セクターの改善を優先課題

とする国別援助計画及び事業展開計画と整合するものである。また、「国際保健政策

2011-2015」における Ensure Mothers and Babies Regular Access to Care（EMBRACE）モデ

ルのコミュニティでの予防及び治療ケアの支援並びに施設ベースでの予防及び治療ケ

アを結びつけるコンセプトが、先行 SMPP 及び本プロジェクトのコンセプトに合致して

いる点も、日本の国際保健政策を具現化するものとして期待される。また同時に、行政

等による保護及び住民の能力強化を推進する「人間の安全保障」の理念を具現化する事

業でもある。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトは以下の理由から有効性は高いと見込まれる。 

１）計画されたプロジェクト目標と成果の間における有効な関係性 

本プロジェクトにおけるアウトプットは、互いに関連性が高く、プロジェクト目標を

達成するのに有効で、不可欠なものとなっている。成果１は中央での調整に関連する活

動、成果２は拠点からの発信・普及に関連する活動、成果 3 は地方でのアプローチの精

緻化に関連する活動にまとめられる。成果 2 と成果 3 は、それぞれ現場における経験の

共有及び汎用性の高い実施の仕組みを確定することを目的としており、汎用性を高める

成果 3 の結果は、成果 2 に反映され、具体的な拡大活動のための経験として広く共有さ

れることが期待できる。また、成果１では、中央レベルで強化された調整機能において、

成果 2 や成果 3 で得られた結果を HPNSDP の行動計画等政策に反映させるため提言など
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を行うことなどを目的としている。これら 3 つの成果の結果、プロジェクトの目標とし

ている妊産褥婦・新生児保健サービスの利用と質を向上するためのアプローチが、バン

グラデシュ政府の施策としてバングラデシュ全体に拡大することが見込まれる。 

２）先行プロジェクトで達成された国レベルにおける拡大への道筋 

バングラデシュの優先課題である CC の活性化において、先行プロジェクトで開発さ

れた CmSS を模範としたコミュニティ・サポート・グループ（Community Support Group：

CSG）の設置が制度化され、CSG は全国拡大する見通しである。また、同じく先行プロ

ジェクトで取り入れた病院サービスの環境改善や業務改善を総合的に行うための TQM

手法は、バングラデシュの病院サービス質向上のアプローチとして HPNSDP に取り入れ

られた。これらのとおり、先行プロジェクトの主なアプローチは、全国拡大に向けての

道筋が明らかになっており、本プロジェクトでは、バングラデシュ政府として政策化し

たこれらのアプローチを HPNSDP による全国展開への技術的な支援や、その他有効なア

プローチを新たに拡大するための支援を行うことが有効に機能すると考えられる。 

３）中央レベルにおける調整機能の強化 

国家の母子・新生児保健に関する施策を向上させるため、効果・効率性が確認された

母子・新生児保健向上のための介入のパッケージ化、当該介入方法の具体的手法の策定

等を、中央レベルの母子・新生児保健に関する調整機構を活用して進めていくことが計

画されている。調整機構の活用の中には、頻繁に開催されてはいない母子・新生児保健

フォーラムの活性化を含んでいる。こうした活動により、母子・新生児保健関係者間の

協調・協働メカニズムを強化することができ、その機能が担保されることで、同時に母

子保健事業普及における効率や効果を高めていくことが期待される。 

 

＜プロジェクトの有効性にかかわる留意を要する点＞ 

保健人材の量的不足や非効率な配置、地方行政官の頻繁な異動などプロジェクトの実

施を阻害しそうな要因について注意を払い、相手側へ早めの対策を申し入れる。また、

状況改善のために、郡・ユニオン評議会が非医療従事者を雇用する支援を行う、民間医

療機関との提携を結び人員不足でも緊急時に必要なサービスが迅速に受けられる体制

を構築する、県内での医療従事者配置の調整を促進するなど、考え得る対策を推進する。

 

（３）効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

１）既存の機構・制度の活用 

本プロジェクトは、それぞれの成果を達成するために新たな機構・制度を構築するの

ではなく、既存のものを活用し、効率化を図る。例えば中央に存在する母子・新生児保

健フォーラムや、郡以下の行政単位間で優良事例を学び合うための HLP といった機構・

制度であり、双方ともに先行プロジェクトにおける関係性を更に強化するものである。

２）先行プロジェクト成果の活用 

本プロジェクトは、先行プロジェクトで蓄積された経験、人的リソース、教材・マニ

ュアルなど成果物、効果的な方法論などを活かすことができる点、並びに先行プロジェ

クトで関係者に知見が蓄積されているノルシンディ県及び県病院を中心とする保健活
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動の活性化を独自の取り組みで進めているチョウガチャ郡（先行プロジェクト後期での

連携あり）を、他の地域の関係者が具体的な活動や経験を学ぶための拠点（ラーニング

センター）として活用する点など、先行プロジェクト結果を有効活用することにより、

アプローチの拡大というプロジェクト目的の達成が十分に期待できる。 

３）パートナーシップの活用 

本プロジェクトは、JICA 単独でバングラデシュ政府が行う保健政策の実施を支援する

というものではなく、開発パートナー、NGO 等との協働により、各関係者の人材、資金、

知見などの資源を有効活用して対応することをめざしている。例えば、本プロジェクト

実施を通して HPNSDP に反映された保健介入アプローチに関しては、HPNSDP 実施のた

めの政府資金や開発パートナー資金を用いて拡大することが可能である。他の言葉で言

い換えると、「他のリソースとの効果的な協働事業」をめざしたプロジェクトである。 

 

＜プロジェクトの効率性にかかわる留意を要する点＞ 

バングラデシュ政府は、コミュニティレベルの PHC 強化をめざす CC の設置を過去に

推進しようとしたが、政治的影響で十分に行き届かなかった経験をもつ。現在バングラ

デシュ政府は、この CC の活性化を行っており、CC の活動として含まれているコミュニ

ティ保健活動の活性化は、本プロジェクトの成果２にかかわることであり、政策の転換

や実施の遅れなどに留意を要する。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトは、以下の理由からインパクトが高いと予測される。 

１）上位目標の達成見込み 

バングラデシュでは、2010 年に行われた BMMS により、2008～2010 年平均の MMR

は、出生 10 万対 194 と 2001 年の 322 から改善が見られている。このことは、2015 年へ

向けて政府が表明している MDGs 目標値で上位目標と整合性をもたせている 143 の達成

がより現実的になったといえる。また、NMR に関しても、2007 年時点で出生 1000 対

37 と、現状の推移からすると 2015 年の目標である 21 に対して順調な低減が見られてい

る。改善した状況から更に改善を生じさせることは困難が想定されるものの、サービス

提供の改善により上位目標は達成が見込まれる。 

２）保健・他のセクターにおける JICA 支援との連携による相乗効果 

・ 本プロジェクトは、バングラデシュに対する保健分野の支援の中で、ノルシンディ、

ジョソール、シャトキラ各県に派遣される青年海外協力隊（看護師、村落開発）と

戦略的かつ密接に連携し、県以下での相乗的な効果発現と現場からのフィードバッ

クを促進する。また、予防接種事業やフィラリア対策、学校保健等の分野で活動す

る保健分野の青年海外協力隊とも、特に CC におけるコミュニティ保健活動の活性

化について随時の情報共有や協力を図り、相乗効果の発現を模索する。 

・ 本プロジェクトの対象分野は母子保健を入り口としているが、PHC や病院管理、地

方保健行政等、母子保健にとどまらない保健システムを扱っている。また、シャト

キラ県では、現地主導の計画策定プロセス（ローカルレベルプランニング）など、

保健システム強化の事業が保健省によって計画されている。このため、本プロジェ
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クトの知見が保健システム全般の強化に資するよう、中央レベルでは保健省に派遣

されている JICA 保健アドバイザーと協力しながら進める予定である。 

・ JICA が保健以外のセクター（ガバナンス、参加型農村開発など）で支援している事

業と連携を図ることにより、お互いに相乗効果を生み出すことが期待される。具体

的には、以下の連携が挙げられる。 

- 住民と行政の参加型農村開発事業の中で、民意を開発に反映する目的で結成され

た「ユニオン調整委員会（Union Coordinating Committee：UCC）13」は、地方行政

機能の強化を通して、その地域の保健を含む公的サービス供給の改善といった効

果を生み出しており、そうした効果は、住民と行政の更なる関係強化につながる

ことが期待できる。 

- 地方行政・地域開発省、世界銀行とともに JICA が協力して推進している HLP の

ネットワークに参加することにより、ユニオン評議会同士の交流を通して相互の

優良事例から学び、広めていくといった活動が可能となっている。その相互交流

のメカニズムに母子保健活動を乗せることにより、ユニオンからユニオンといっ

た横への広がりが期待できる。また、母子保健活動の活性化を切り口にして他の

コミュニティ活動の活性化も期待することができる。 

- 病院における TQM 活動を全国レベルの公務員 TQM 研修等に反映させることで、

TQM 活動が更に拡大され、病院改善にとどまらず行政効率化につながることが

期待される。 

３）コミュニティにおける広範な社会問題解決に与えるインパクト 

先行プロジェクトによる正のインパクトとして、一部の CmSS の活動が母子保健に限

らず広範な社会問題を扱うようになったこと（分野的拡大）、その経験を他のコミュニ

ティに共有拡大していたこと（地理的拡大）により、本プロジェクトにおいても保健分

野に限定的されず、コミュニティの全般的な問題対処能力の強化と拡大が期待できる。

４）公的セクターサービス供給側の強化に与えるインパクト 

プロジェクトが公的保健サービス機関を強化することにより、母子・新生児保健分野

の向上のみならず、公的サービス供給側の説明責任と対応能力（responsiveness）が高ま

り、利用者から公的サービスへの信頼が高まることが予測できる。また、個別の公的セ

クターサービス提供の改善を目的としつつ、地方ガバナンスを相互補完的に強化するア

プローチとして提示することも期待される。 

 

（５）自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性は、以下の理由から高いと予測される。 

１）調整機能の強化がもたらす自立発展性 

これまで十分には機能していなかった中央レベルでの政府、開発パートナー、NGOs

等による母子保健の国家事業調整機能強化を、本プロジェクトの成果の一つとして明示

した。この成果の達成により、国家母子保健事業の効率的で持続的な運営が組織的に行

われ、自立発展性向上が期待される。また、本プロジェクトは、県以下の各レベルの調

                                                        
13 UDCC（Union Development Coordinating Committee）という名称で、バングラデシュ政府によって制度化された。 
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整機能強化を意図しており、活動が円滑かつ持続的に実施されることが期待される。 

２）外部からの過重な介入、資源の投入を避けた実施体制モデル作り 

本プロジェクトの成果３は、外部からの過重な介入や資源の投入をせず、現地の人的

資源及び財源並びにプロジェクトの経験を最大限に活用することで、地方行政主導によ

る住民参加型母子保健活動を展開させることを目的としている。この現場主導の実施体

制作りに中央政府のカウンターパートが参画することで、現場での学びを中央政府の政

策や計画に反映させることを企図し、プロジェクトの自立発展性の向上が期待される。

３）技術面での自立発展性 

先行プロジェクトでは、医療サービスの質の改善をめざした施設の改修、必要機材の

供与、また、医療従事者に対する技術研修などを行い、サービス供給量と利用の向上、

それに伴う健康指標の向上が見られた。しかしながら、訓練を受けた人員の頻繁な異動、

各レベルにおける人的資源の不足、効率的な機材の維持管理システムの欠如など、技術

面での自立発展性に障害と成り得る要素も見られている。このため、本件プロジェクト

においては、こうした自立発展性を阻害する可能性のある要因を取り除くべく、カウン

ターパートと協議をしながら慎重に実施を進めていくことが望まれる。 

４）バングラデシュ保健セクター開発プログラムとの整合性の高さによる自立発展性 

本プロジェクトは、2011 年 7 月から開始見込みのバングラデシュの HPNSDP に沿っ

た内容であり、時期的にも同時に開始を予定するなど、様々に合致する努力をしている

プロジェクトであって、国の政策、計画にプロジェクトの成果が盛り込まれる形で、更

なる自立発展が期待される。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

＜貧困層の女性への配慮＞ 

・先行プロジェクトでの CmSS の活動自体が貧困女性を対象としており、成果として貧困妊

産婦の公的サービス利用率が改善されたほか、貧しいヒンズーコミュニティにおける衛生

的なお産小屋の設置が広まったり、貧困層の女性に対する VGD カード（Vulnerable Group 

Development：貧困女性を対象にした労働提供に対して食糧を支給する政府プログラム）を

母子保健活動貢献者に給与の代わりに与えたり、また、貧困層の女性が遠慮することなく

サポートグループに助けを求めるようになるなどのインパクトが見られた。また、CmSS

の活動として実施されている出産計画は、妊産婦だけでなく、夫、舅、姑など、妊産婦の

行動の決定者となる家族が、妊産婦の健康について正しい知識と必要な配慮を行うよう仕

向ける啓発活動であり、妊娠期の女性への配慮を意識化させるものとなっている。先行プ

ロジェクトのアプローチを採用することで、貧困層の女性の保健サービス利用だけでな

く、生活改善にも配慮がなされることが期待される。 

＜男性の参画＞ 

・CmSS を実施するグループには、男性が半数ほど含まれるなど、母子・新生児の問題を男

女参画した形で解決している点で、ジェンダーへの配慮がなされているといえる。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

（１）バングラデシュ国母性保護サービス強化プロジェクト（2006 年 7 月～2011 年 6 月）終

了時評価からの教訓 
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１） 適切なプロジェクトの運営形態を、実働可能性を踏まえて慎重に検討し、設計するべ

きである。本プロジェクトは、中央レベルで合同調整委員会（JCC）のみを設けており、

実務レベルでの日常的な調整機能を設けなかった。JCC の下に、定期的なプロジェクト

の実施に関する議論・調整の場を設ける必要がある。 

この教訓を受け、本プロジェクトでは、JCC に相当する運営委員会の下に、年次計画

策定やモニタリングを実施する機能をもつプロジェクト実施委員会を置き、プロジェク

トの日常的な運営の円滑化を図る。また、個別の技術的課題を協議するためのワーキン

ググループを必要に応じて召集することを計画している。 

２） 活動の達成を科学的に実証するため、プロジェクト開始当初に必要なデータを明確に

し、収集できるように設計するとともに、プロジェクト期間中の戦略の変更はそのデー

タが活用可能な範囲を念頭に計画することが必要である。 

この教訓を受け、プロジェクトの開始当初にベースライン調査、プロジェクトの終了

前にエンドライン調査を実施することとした。 

３） 公的 EmOC 施設の改善とコミュニティ参加型の活動の相乗効果を有効に発現させる

ためには、サービス供給側の強化を需要の促進に先立って行うべきである。 

この教訓については、本プロジェクトにおいても、活用する計画であり、成果 2 にお

ける経験の共有において、広く共有されることが期待できる。 

８．今後の評価計画 

・中間レビュー：2014 年 1 月 

・終了時評価：2016 年 1 月 

・事後評価：2020 年（予定） 
 

 

 

 




